
先端技術を活用 した
Research project for utilizing advanced

曲辰 水産研究高度化事業
technologies in agriculture,forestry and fisheries.
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水産研 業あ概

目的0趣旨

我が国の農林水産業には、食料の安定供給及び多面的機能の発揮を確保していくことが求められており、これ

らの課題に迅速に対処していくためには、生産現場を支える技術等に関する試験研究の効果的 効率的な推進が

重要となっています。

先端技術を活用した農林水産研究高度化事業では、生産及びこれに関連する流通、カロエ等の現場に密着した

農林水産分野の試験研究の迅速な推進を図ることを目的とし、産学官の連携による優れた発想を活かし先端技術

等を活用した質の高い試験研究を実施しています。

事業の概要

産学官の共同研究グループから、以下の研究課題を公募し、採択された案件に対し、委託研究を実施しています。

(1)研究領域設定型研究

|]全国領域設定型研究

1)一般型

農林水産省が提示する農林水産施策推進上必要な全国ベースでの研究領域に対応した研究で2)以タト

のもの

2)リスク管理型

農林水産省が提示する食の安全 安心に係るリスク管理施策上必要な全国ベースでの研究領域に対応し、

行政と密接に連携して行う研究
121地方領域設定型研究

地方農政局等が提示する農林水産施策推進上必要な地方ベースでの研究領域に対応した研究

(2)地域活性化型研究
11独倉」的現場シーズ活用型研究

農林漁業者の有する農林水産現場の独倉」的な技術シーズを活用し、農林漁業者が参画する研究

0地域競争型研究

地域固有の特産作物等を活用し、地域産業を活性化する研究

0広域二一ズ シーズ対応型研究

複数の地域が抱える共通PoR題を効果的かつ効率的に解決するための研究

(3)府省連携型研究

他府省の基礎 基盤研究で生志れた技術シーズや他分野の研究成果を活用する研究

(4)緊急課題即応型調査研究

年度途中で発生した農林水産分野の緊急課題に対応して、短期Po3で取り組む調査研究

応募の資格

応募する研究機関は、研究の推進に係る運営管理等を行う中核機関とします。

中核機関は以下の1から二のセクターのうちいずれかであって、少なくとも1以上の他のセクターの機関 (共同機

関)と共同研究を行う必要があります。

セクター1:都道府県、市EB」 村、公立試験研究機関

セクター2:大学、大学共同利用機関
セクター0:独立行政法人、特殊法人、認可法人
セクターTi民間企業、公益法人、生産者等



研究期間

3年以内 (この期間に成果をあげることが困難なものは5年以内)

採択された研究課題については、農林水産省が中核機関に委託するとともに、中核機関が共同機関に試験研究

調査委託することにより研究を実施します。

学 官 の 連 携 >

公募スケジュール・審査方法

研究課題の公募は1月 に行い、タト部委員が行う書面審査及びヒアリング審査の結果に基づき、4月 に採択課題を

決定する予定です。

なお、「緊急課題即応型調査研究」については、農林水産分野の突発的な緊急課題発生Bきに必要に応じ募集を

行います。実施の場合には、詳しい情報をホームベージ等で随時お矢□らせします。

実施方法

研究領域設定型研究 ニ

●全国領域設定型研究
農林水産省が提示する農林水産施策
推進上必要な全国ベースでの研究領
域に対応した研究

1)一般型
2)リ スク管理型

●地方領域設定型研究
地方農政局等が提示する農林水産施  …

策推進上必要な地方ベースでの研究
領域に対応した研究

地域活性化型研究

地域の農林水産業・食品産業等の活
性化を図るための研究開発を推進

●独創的現場シーズ活用型研究

●地域競争型研究

●広域ニーズ 0シーズ対応型研究

府省連携型研究

他府省の基礎・基盤研究で生まれた

技術シーズや他分野の研究成果を活
用する研究の推進

緊急課題即応型調査研究

年度途中で発生した農林水産分野の

緊急課題に対応して、短期間で取り

組む調査研究

農林水産施策の迅速かつ的
確な対応

リスク管理行政への調査研究
結果の迅速な活用 (研究と行
政が…体となつて実施 )

地方段階での施策課題への
迅速かつ的確な対応

先端的農業経営を支える研
究開発の高度化
生産者と一体となつた地産地消
や地域の食品産業等の活性化
地域が抱える共通課題の効
率的。効果的解決

府省間の連携強化

農林水産分野への新手法の

導入
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成果紹介

<応 募>

ヾ
32%     30%
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101

76

<採 択>

26%

20%
22%

87

公立試験研究機関

|  1大学

独立行政法人

民間企業等

、

24

32%

290＼、、、、ЦЦ..ロロ謬ン  451

注 :機関数=中核機関数+共同機関数

平成16年度終了課題のうち、下記の課題の成果等を紹介します。

大規模収穫。調製に適した品質向上のための小麦適期収穫システム

牛海綿状1図症に関わる飼料等の安全性評価法および肉骨粉の不活化。有効利用技術の開発

農用地土壌のカドミウムによる農作物汚染リスク予測技術の開発

近縁魚類等の種判別および漁獲地域半J別技術の開発

野菜・茶およびウメの原産地表示判別技術の開発

森林。林業・木材産業分野における温暖化防止機能の計測。評価手法の開発

太陽光発電利用による低コスト型施設内複含環境制御システムの開発

カキ
′
刀根早生

′
果実における水ストレス誘導性エチレンの制御による軟化防止技術の確立

生ごみ処理物を利用した高品質融合コンポスト製造システムの開発



■研究課題名

大規模収穫・調製に適した

品質向上のためのJヽ麦適期収穫システム

(平成14年度～16年度)

衛生究 セ ン手を用ιlattη品質向上に緊り%
適期璃又穫技術を開発しまιカ

〔中核機関。研究総括者〕 (独 )農業・生物系特定産業技術研究機構北海道農業研究センター 桑原達雄

〔共 同 機 関 〕 北海道立 (中央。十勝。北見)農業試験場、(株 )ズコーシャ、」A芽室農業振興センター

研究の内容

●北海道における小麦の栽培は、品種が単一のため収穫期が重なる中で、収穫機械や乾燥施設が

共同利用であることが多く、天候不順により収穫適期を逸したり、穂発芽が発生したりして品質

低下を招きやすいことが問題となつていました。

●そこで、人工衛星からの観測画像を利用したリモートセンシング手法による」ヽ麦生育早晩マップ

を作成することにより、従来、日視に頼つていた収穫の順序決定を合理的に行うことが可能とな

り、地域全体で収穫機や乾燥施設を効率的に使用することができるようになりました。

●また、現地の気象データ等を用い、低アミロ化による品質劣化の予測技術を完成させ、こねを圃

場情報と統合して、圃場間の収穫計画や乾燥施設への受け入ねの条件設定が可能となる、小麦

の適期収穫・品質向上システムを開発しました。

成果の特徴

●本システムは、単一品種を数干haの広い地域で収穫を行う場合に有効な技術であり、前提とし

ては地理情報システム (GIS)による圃場管理システムなどの整備がなされていることが望まれ

ます。

●小麦収穫システムの導入に向け整備された情報は、他の農作業や他の作物栽培にも役立ちます。

問い合わせ先

(独 )農業・生物系特定産業技術研究機構北海道農業研究センター

畑作研究部生産技術研究チーム 丁EL0155¨ 62¨9274
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低アミロ耐性マップ

小麦収穫作業

成熟期ポテンシャルマップ圃場別成熟期マップ生育早晩マップ
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■研究課題名

および肉骨粉の不活化・有効利用技術の開発
(平成14年度～16年度)

3Sどの発生ご問題となっ力響彩に つιlて

鋭敏力ゝつ起酢 検出する方法を開発しまιカ

〔中核機関。研究総括者〕(独 )農業・生物系特定産業技術研究機構動物衛生研究所

三浦克洋 (平成 14～ 15年度)、 品川森― (平成 16年度)

〔共 同 機 関 〕広島大学、京都大学、東京薬科大学、(財 )日本生物科学研究所、(株 )三池鐵工所

研究の内容

●国内での牛海綿状脳症 (BSE)の発生により、飼料や肥料への牛肉骨粉の使用が停止さねてお

り、以前製造された牛肉骨粉を含む飼料および肥料の処理が課題となつています。このため牛肉

骨粉由来の蛋自質や異常プリオン蛋自質の検出法など、飼料および肥料の安全性を確認する技

術の確立を行うとともに、牛肉骨粉の新たな有効利用技術を開発しました。

●具体的には以下の方法による肉骨粉の検出法を検討するとともに、焼却処理後の灰化物を月巴料

として利用するための技術を開発しました。

PCR法 :動物由来のDNAが混入しているかどうか、極めて高感度に検出

近赤外光分析法:0.50/a程度混入の肉骨粉を簡便・迅速に検出

サンドイッチエライザ法:牛と豚・鶏由来の蛋白質を識別

次亜塩素酸ナトリウムを用いる方法:同剤を用いて牛肉骨粉由来のDNAのみを検出

成果の特徴

●飼料や月巴料中の動物性蛋自質の鋭敏で迅速な検出法のキット化を図ります。

●1,000℃で燃焼させた肉骨粉の灰化物は、リン酸に富んでいることからリン酸補給肥料として

利用できます。不良在庫になつている肉骨粉や飼料および月巴料の有効利用技術として期待され

ます。(注)程
篭L眠罫rttξ轟ふ諜曇暑材鍵衡智豚意曇れ讐誓電電傍硲霧峰零戸

由来でなく、

牛海綿状脳症に関わる飼料等の安全性評価法

問い合わせ先

(独)農業・生物系特定産業技術研究機構動物衛生研究所プリオン病研究センター

安全性技術開発研究チーム TEL029‐838¨8333



主なデータ・図表

レーン M,DNAサイズマーカー 1～ 5,肉骨粉を0,0001,001,
01お よび10%の害J合で飼料に混入させた場合のPCR反応産物
(反易動物用Art2プライマー使用)。 6～ 10,豚用PRE lプライマ
ー使用。11～ 15,鶏用CRlプライマー使用。

飼料中に言まれる各動物由来の肉骨粉を高感度に検出できます。
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― 牛肉25m麟
山羊肉25%抽出液

一 羊肉25m腕

」L豚 肉25%抽出液

鶏肉25%抽出液

― 肉骨糊 0%抽出液

新規開発抗体を組み合わせたエライザ法により、牛など反すう動物
と豚、鶏由来の蛋白質を識Я」できます。

1000℃ 燃焼

肉骨粉及び月巴飼料

近赤タト光分析法では、迅速に肉骨粉含有量を波l定できます。

牛肉骨粉の焼却時のエネルギーを発電に利用したり、灰化物を肥料成分として有効利用できます。



■研究課題名

農用地土壌のカドミウムによる

農作物汚染リスク予測技術の開発
(平成14年度～16年度)

農作物力功 ド ウム色 わ て汚染される恐れを

発 耽 賭 技術を開発しました

〔中核機関。研究総括者〕(独 )農業環境技術研究所 今井秀夫 (平成 14～ 15年度)、 齋藤雅典 (平成 16年度)

〔共 同 機 関 〕(独 )農業・生物系特定産業技術研究機構、北海道立中央農業試験場、秋田県農業試験場、

富山県農業技術センター、茨城県農業総合センター、埼玉県農林総合研究センター

研究の内容

●コーデックス委員会 (FAO/WHO合同食品規格委員会)による食品中のカドミウムの基準値

設定の動向が世界的に注目を集めています。このため、全国800カ所に及ぶ農用地土壌と作物

のカドミウムに関するデータをデータベース化し、農作物のカドミウム汚染リスクを予測する手

法を開発しました。

●水稲や畑作物 (マメ類、麦類、野菜類)が土壌から吸収するカドミウム量を、的確に推定する方法

を開発しました。

●土壌のカドミウム濃度、pH、 リン酸吸収係数の三つの数字を用いて、ダイズのカドミウム汚染リ

スクを予測する式を作成し、さらに土壌群別に汚染リスク予測図の作成法を作出しました。

●農用地への潅漑水や農業資材がどれくらいカドミウム汚染源になつているかについて調査を行

い、通常の栽培条件においてはその心配がないことを明らかにしました。

●水稲、ダイズ、ホウレンソウについて、品種間によりカドミウムを吸収する育旨力に差があることを

明らかにしました。

成果の特徴

●農作物のカドミウム汚染リスクの高い地域を特定し、どのような対応策をとるべきかの判断をす

るために、汚染リスク予測図を活用することができます。

問い合わせ先

(独)農業環境技術研究所 化学環境音5長  TEL029‐ 838Ⅲ8300

り
υ



主なデータ・図表
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カ ドミウム汚染と
リスクの予測式
(土壌群ことに作成)

ダイズ子実中Cd濃 度 (mg/kg)

汚染リスク予測図 :

土壌データに基づき予測される

リスクを土壌図の上に図(ヒ

凡例 E]高、Cd>0.4

中、04≧Cd>02

低、0.2≧ Cd

評価不能

北海道 。現地圃場で検証

農作物のカ ドミウム汚染に関わる土壌と作物のデータベース作成

ダイズ子実のカ ドミウム汚染に影響する土壌特性を抽出

黒ポ ク土 多 湿 黒ポ ク土

|=024半 土壌Gd-0003ホ 土 壌 Pり ´́

-00051+リ ン01+000(P2=rrteワ
|

冒日

袋

非
 [:D

正しく判別、コムギ89%、 ダイズ76%、 ホウレンソウ94%

土壌化学性に基づく汚染リスク予測図を用いることによって、汚染リスクの高い地域を特定することができます。)ち

染リスクの高い地域では、低吸収性品種を選択する等のリスク軽減対策が必要です。
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■研究課題名

近縁魚類等の種判別および

漁獲地域判別技術の開発
(平成14年度～16年度)

漁介類の種類 や産地を明確 にり た 縦 桁 ヒ開発 しました

〔中核機関。研究総括者〕(独 )水産総合研究センター

飯田 遥 (平成 14年度)、 中村弘二 (平成 15年度)、 福田 裕 (平成 16年度)

〔共 同 機 関 〕東京大学、石巻専修大学、宮城県水産研究開発センター、(財 )日本冷凍食品検査協会、宮崎大学

研究の内容

●魚介類は似ている種類が多く、特に切り身や員のむき身、カロエ品などでは、外見から種類や産地

を識別することは困難でしたが、科学的手段によりその識別を行う手法を開発しました。

●具体的には国内産マアジと他の近縁種 (大西洋産ニシマアジ)の遺伝子情報を解析し、生鮮品の

みならず干物や缶詰、かまばこなどのカロエ品でも魚種を判別する技術を開発しました。

●さらに、遺伝子情報を用いてウナギの日本種とヨーロッパ種、マガキの国産及び韓国産、さらに

はマグロ類及び力二類・ウニ類についても種類の判別方法を開発しました。

成果の特徴

●本研究の成果は、他の魚介類の種判別技術に応用できます。

●本研究により開発された技術は、(独 )農林水産消費技術センターが行う水産物の品質表示の点

検、税関による輸入品検査などの公的検査に活用さね、水産物の産地偽装の鑑別に利用されます。

問い合わせ先

(独)水産総合研究センター中央水産研究所

利用加工部 食品ノヾイオテクノロジー研究室 TEL045¨788‐7665
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主なデータ・図表

タラバガニ

ニシマアジは、頭部が大きい、体高が低いなどの形態的特徴がありますが、タト観は非

常に類似しています。DNA分析によって両魚種の半」Я」法を開発しました。

マグロ類のミトコンドリア全ゲノム配列を決定し、種間の遺伝的関係を明らかにしま

した。我が国沿岸で漁獲される太平洋産クロマグロと欧米から輸入される大西洋産

クロマグロは種のレベルでの遺伝的差違があることを明らかにしました。また、太平

洋産クロマグロはビンナガと近縁関係にありますcさらに、これらの塩基配列情報を

もとに、種半」別手法を開発しました。

タラバガニ アプラガニ

M12「

'5678   DNAサ

イズ
大

甲羅の中心部 (赤丸)の棘の数がタラバガニは6本、アプラガニは4本とタト見で判男」

がつきますが、脚やほぐじ身の場合は形態的に判 8」 することが困難です。ミトコンド

リアDNA分析によって、両種を判別することが可能になりました。

オランダ産

ニシマアジ

キハダ

コシナガ

メバチαタイプ

メバチβタイプ

ミナミマグロ

大西洋産クロマグロ

ビンナガ

太平洋産クロマグロ

タイセイヨウサバ

塩基置換の頻度

アプラガニ



■研究課題名

野菜・茶およびウメの

原産地表示判別技術の開発

(平成14年度～16年度)

野菜、茶、ウメα羅凱婚 期 敗 驚 孔め になグました

〔中核機関。研究総括者〕(独)農業・生物系特定産業技術研究機構野菜茶業研究所 木幡勝則

〔共 同 機 関 〕静岡県茶業試験場、鹿児島県茶業試験場、京都府立茶業研究所、富山県食品研究所、

群馬県産業技術センター、和歌山県農林水産総合技術センター、栃木県農業試験場、

奈良県農業技術センター、福岡県農業総合試験場、三重大学、一関工業高等専門学校、

(独 )種苗管理センター

研究の内容

●野菜、茶、ウメなどについては輸入品の増カロもあり、原産地判別技術の開発が強く求められてい

ます。こねらの外国産と国産の区別が科学的に行えるようになるとともに、特に茶については、

国内の産地の違いも判別できる技術を開発しました。

●茶とウメは、葉と種子に含まねる成分の分析によつて、国産であるか外国産 (主に中国)である

かが判別できます。さらに茶については、国内の産地 (静岡県、鹿児島県、三重県)の違いもわか

ります。野菜 (ブロッコリー)も同様な手法で、国産と外国産 (米国、中国)を判別できます。

●また、遺伝子情報を利用した品種識別技術を用いて、緑茶やイチゴの品種情報を基にした産地

の判別ができます。

●さらに、茶について新しい履歴管理、情報提供システムを開発しました。

成果の特徴

●原産地判別技術により、販売されている茶やブロッコリー、ウメの産地表示が正しいかどうかを

確認できます。併せて、緑茶やイチゴの品種表示が正しいかも確認することができます。

●ただし、茶についてはブレンドされていないことが前提で、ブレンドさねた場合には、現時点では

判別は困難です。

知的財産取得状況

特許出願2005‐072445
「いちこ品種識別用プライマーセットおよびこれを用いたいちこ品種識別方法」

問い合わせ先

(独)農業・生物系特定産業技術研究機構野菜茶業研究所

機能解析音5長室 TEL059‐ 268¨4630



主なデータ・図表
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■研究課題名

森林・林業・木材産業分野における

温暖化防止機能の計測・評価手法の開発
(平成14年度～16年度)

森榊 の土纂 錫 識 推 防止に役立っalることを研ちかにするととうに、

建築″等侵 物 ぐらι炭 素か当 巌 勁 alるかを推定しました

〔中核機関。研究総括者〕(独 )森林総合研究所 高橋正通

〔共 同 機 関 〕富山県林業試験場、北海道立林業試験場、長野県林業総合センター、愛知県林業センター、

沖縄県林業試験場、秋田県森林技術センター、福島県林業研究センター、愛媛県林業技術センター、

大分県林業試験場、宮崎県木材利用技術センター、名古屋大学、北海道大学、神戸大学、

東京大学、島根大学、鹿児島大学、(財 )日本木材総合情報センター

研究の内容

●日本の森林土壌における、メタンガスの吸収と亜酸化窒素ガスの排出の動きを、全国各地で観

測しました。森林土壌はメタンを一定量 1.6mgc/(m2.日 )程度吸収している一方、亜酸化窒素を

極少量77μ gN/(m2。 日)排出していました。

●メタンの吸収は黒色土やヒノキ林で大きく、亜酸化窒素のリト出はスギ林で大きいことなど、樹木

や土壌の種類によって違いがあり、これは、土壌自身がもつている機能や成分によることがわか

りました。また、森林の伐採や間伐は、これらのガスの吸収・排出に影響を与えることもわかりま

した。

●一方、本材の形で貯蔵されている炭素量の報告の義務化が検討されていることから、木材製品

中の炭素量を各種統計を利用して推定する手法を開発し、国内の蓄積量を試算した結果、

2003年は前年に比べ、2,110千 トンの炭素が増カロしていることがわかりました。

成果の特徴

●ガスの観測値は国際的な決まり(気候変動枠組み条約や京都議定書の報告)の基準として利用

されます。

●木材製品の炭素量についての基礎データは、温暖化に関する国際的な交渉に役立ちます。

問い合わせ先

(独 )森林総合研究所立地環境研究領域長  TEL029¨873¨3211(代表)
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主なデータ・回表

● スギ

測定器を密閉した後、一定間隔でガスを採取し濃度変化から吸収や排出量を計算する。
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ヒノキ林の方が吸収量は大きく、また黒色土の方がメタンを良く吸
収する

― 対照
● 間伐

間伐後、亜酸化窒素の排出が増カロした。

木材中の炭素量
増加量 国産材率

署ルールによる1年『
炭素蓄積量の違い

2002年 2003年 A法 B法 C法

木材炭素量合計 222,547 224,656 2,110 2,110 590 2,110

部門別内訳

建築部門 178,901 180,124 1,223 0.37 1,223 448 1,223

家具。建具部門 14,806 14,909 103 0.25 103 26 103

パレット・梱包部門 4,859 4,768 ６
）

６
） … 91

トラック・バス部門 474 462 …12 -12
… 12

紙部門 23,507 24,393 886 0,13 886 116 886

木材輸出量 1,214

木材輸入量 …14,820

吸収・排出量 2,110 590 …11,497

国内の本材製品中の炭素量は増カロしている。ただし試算ルールによっては排出となる。A法 :ストック変化法 (本材の輸出入を考慮しない)、

B法 :プロダクション法 (国産の木材のみを考慮する)、 C法 :フロー法 (輸入木材は排出として計算される)。 注プラスは吸収、マイナスは排出

16



and
eveiopment

■研究課題名

太陽光発電利用による

低コスト型施評
椰
内複含環境制御システムの開発
成14年度～16年度)

太陽光発雪による環境にやさιι颯 業用/1ウスを

開発ι栽培体系

`作
%ガ まιカ

〔中核機関。研究総括者〕福岡県農業総合試験場 丼手 治

〔共 同 機 関 〕大洋興業 (株 )、 島根大学

研究の内容

●太陽光発電を利用して農業用のパイプハウス内の温度や湿度をコントロールするシステムを開

発し、併せて、当該ハウス内の夏季における野菜の高品質安定生産技術を確立しました。

●このシステムでは、小型で軽い太陽電池を動力源に用いて、ハウス天丼部のフィルムの巻き取り

や、冷房のための霧噴霧などを行つています。年間を通じて安定的に稼動し、冷房時には12℃ぐ

らいに温度を下げることができることを確認しました。また、このハウスに適した栽培方法を用

いて、夏採リホウレンソウ(3作型)は60%、 夏秋採リイチゴは40%収量を増カロさせることがで

きました。

成果の特徴

●太陽光の利用により、化石エネルギーの使用を肖」減し、C02のリト出を抑制します。

●一般の電気が引き込まれていない中山間地や離島などの施設栽培に利用できます。

●開発した環境制御システム (太陽電池1枚、制御コント□―ラー1台、温度センサー、換気モータ

ー2台 )は、販売価格が約 16万円で、面積で最大600m2のハウスまで利用可能です。

知的財産取得状況

特許出願2005¨40417
「独立系電源装置および制御方法」

特許出願2005‐ 123176
「園芸用ハウスの換気装置および換気制御方法」

問い合わせ先

福岡県農業総合試験場野菜栽培部 TEL092…922¨4364
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主なデータ・回表

充放電制御

バッテリー (自 動車用 )

制御コントローラー

温度による

開閉制御 サイド、天丼
側方部換気

遮熱資材の自動開閉

開発した太陽電池

ハウス内に簡易に設置できる小型 軽量でフレキシブルな太陽電池と充放電市」御機能を兼ね備えた換気モーター自動開閉用コントローラー

50

45

安:40

⌒ 35
℃V30

25

20

太陽光発電利用による低コスト環境制御システムの実現 時,1  6:00  8:00 10:00 12:00 14:0016:00

――一慣行ハウス
ーーーオープンハウス

太陽光を利用した自動換気システム等を活用した自動換気、iEt熱、細霧装置により、夏季ハウス内の高温を最高 12℃抑制することができる

20

15

10

5

0

ホウレンソウ(g/株 )イチゴ (ト ン/10a)
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■研究課題名

カキ `刀根早生
ワ
果実における水ストレス

誘導性エチレンのflJ御による軟化防止技術の確立

(平成14年度～16年度)

刀表早生が夕暦″に敦化ιτ

商品仙 慶 嫁

“

賭 型 %防止 すα 拗 財 開発しまιカ

〔中核機関。研究総括者〕 国立大学法人岡山大学 中野龍平

〔共 同 機 関 〕 静岡大学、(独 )農業。生物系特定産業技術研究機構野菜茶業研究所、

和歌山県農林水産総合技術センター果樹試験場かき。もも研究所、レンゴー (株)中央研究所

研究の内容

●カキ (刀根早生)は、収穫後短期間で軟化し、商品価値が低下することが問題となつていましたが、

エチレン作用阻害斉J(1…MCP)と防湿段ボール箱の使用により、これを防ぐ技術を開発しました。

●早期軟化は、果実の水分が蒸散さねることに誘導されて生成さねるエチレンが原因となつてい

ることから、エチレン作用阻害剤が有効なことがわかりました。

●また、水分蒸散をおさえるための防湿段ボールも有効であり、従来のものより防湿能力が36%

向上した実用的な価格の段ボール箱を開発しました。

●ハウス栽培の果実や環状はく皮法により栽培さねた果実にもこの技術を応用し、軟化の発生を

抑市Jできることがわかりました。

成果の特徴

●防湿段ボール箱は、低価格で利用できるため広範な使用が可能で、有利な果実販売を図ること

ができます。また、他のカキ品種の軟化防止や水分蒸散が問題となつている他の青果物への利

用が期待できます。

問い合わせ先

日立大学法人岡山大学 農学部 農産物利用学研究室  TEL086…251‐8337
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主なデータ・図表

…MCP

大型炭酸ガス処理施設のシートが下がり密封状態がつくられる。
本試験で使用した処理庫は最大 15トンの果実を処理できる

1

0

0
0 246810

流通開始後の日数 (日 )

一般段ボール

現行防湿段ボール

低価格防湿段ボール 1

低価格防湿段ボール2

十

一般段ボール箱、現行および低価格な新規防湿段ボール箱に
よる流通中の(A)重量損失と(B)軟化率

コーナー部

コーナー部にできる穴をふさぐことにより防湿性能が向上した
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新開発の段ボー

ル箱は低価格に

もかかわらず、

高い蒸散抑制

軟化防止能力を

持っている

‐◆

―Jレ箱 1

一般段ポール箱および低価格な防湿段ボール箱により
流通した果実

一般段ボール箱
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■研究課題名

生ごみ処理物を利用した

高品質融合コンポスト製造システムの開発
(平成14年度～16年度)

未磁‐の生ゴミ等力ゝЬ高品質″ ポストを

難 すること●・i｀できるようになグまιカ

〔中核機関。研究総括者〕(独 )農業。生物系特定産業技術研究機構中央農業総合研究センター 木村 武

〔共 同 機 関 〕神奈川県農業技術センター、三重県科学技術振興センター、静岡大学、ヤンマー (株 )、

(株 )デジアイズ

研究の内容

●地域の生ごみ処理物と他の有機性廃棄物 (剪定屑、牛ふん等)を上手に組合わせることにより、

高品質のコンポストを安定して製造するプラントを開発し、製造したコンポストが野菜産地で有

効に使えることを明らかにしました。

●生ごみのコンポスト化では、アンモニアを通気することにより有機物の分解・熟成が促進される

ことを明らかにしました。

●開発したコンポスト製造システムを特定の野菜産地に導入した場合を想定し、LCA(ライフサイ

クルアセスメント)手法を用いて有機性廃棄物の発生から処理・禾U用までの環境への影響を推

定しました。その結果、焼却処理している現状に比べて温室効果ガスの発生量が大幅に減少す

ることを明らかにしました。

成果の特徴

●地域の生こみやその他の有機性廃棄物等、これまで十分に使用さねていない資源を活用した野

菜生産による地域リサイクルが可能になります。

知的財産取得状況

特許出願2003‐4134388
「有機廃棄物の堆肥化方法およびその堆肥化装置」

問い合わせ先

(独)農業・生物系特定産業技術研究機構中央農業総合研究センター

資材利用研究室 TEL029¨838¨8826



主なデータ・図表

有機性

廃棄物

発生量

データ
ベース

■アンモニアガス通気あり
■ ア ン モ ニ

アンモニアガスを通気することにより、2週目までの易分解性
有機物の分解の停滞が解消され、熟成が促進することを示
しています。

生ゴミ

処理物

約400Lの円筒槽2基からなり、通気 温度の市」御機能を有する試験プラン
トを開発し、lヶ月以内でコンポストの熟成を完了する条件を確立しました。

原料組合
せと熟成
条件

ダイコン用
コンポスト

帥駆（・

剪定屑

推積物

キャベツ用
コンポスト

2切返し時および乾燥時は

キルン方式

経過日数 (日 )

叫 プサリト  叫

品質評価
手法

共同研究の各機関の成果を基に、生ごみ処理物を利用した融合コンポストの製造、製品の品質評価、農地利用等を組み合わせた実証試験を行
い、コンポストの有効性を検証しました。

現状

コンポストシステム

植物は枯死  植物は枯死  植物は生育

雪ヽヲ某笑T
+病 原菌

土壌や堆肥から分離 選抜したメロンつる害」
れ病とダイズ白絹病の拮抗菌を添カロ増殖し
たコンポストを製造しました。
滅菌しないコンポストを用いたときのみ病害
が抑制されたことから有効性が示されます。

C° 2 kg′ 農地 10a

現状

コンポストシステム
5,000 35,000

2,00041000ぶ脹j恩O m'0002,00014,000

■ 燃料 (輸送) 燃料 (機械) 電力 (焼却)

電力 (コンポスト製造)■ 原材料 ■ 農地還元

神奈川県三浦半島をモデル地域として、本研究のコンポストシステムを導入した場合
有機性廃棄物の処理から活用までの各過程における3種類の温室効果ガスの発生は
現状より低減することが示されました。

10,000 15,000 20,000 25,000 30,000
CH4 gr農地10a

現状

コンポストシステム

電力 (一 次加工)

滅菌したコ

ンポス ト
+病 原菌
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